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　障害者自立支援法の障害程度区分は、介護保険の介護認定の調査項目が、障害者自立支援法の障害程度
区分認定に利用されている。その結果、強度行動障害や知的障害者の生活状態が反映されないという結果
になっている。
　Ｂさんは障害程度区分３と認定され、就労継続Ｂ型及び共同生活介護事業へ移行する過渡期として夜間
は施設に宿泊し、昼間は離れた作業場へ通うという生活が始まった。3ヶ月後には、作業中に頭痛を訴える、
作業に行くとき布団から出ないということも見られた。さらに、帰省をすると不安定になり、父親への暴
力行為も生じるようになってきた。施設では安定が図れない為、自宅で行動を安定させるという名目で施
設利用を拒否された。
��ソーシャルインクルージョンは個性間共生と訳されるように、人がどんなに重い障害を有していようと
も、本人の自己決定・自己選択が何らかの支援を得ながら実現できること、それが本人の生活の中で行わ
れていることが重要であると言う考えである。それは、支援する側からの一方的な支援ではなく、自閉症
という障害特性と私たちの生活文化とが共生する支援であるべきである。その意味からも、障害者自立支
援法における「自立」を批判的に検討し、修正がされるべきと思うのである。
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　Ⅰ　はじめに
　障害者自立支援法が成立し、それ以前から障害
者福祉を担ってきた知的障害者入所更生施設は平
成 23年度までに新体系へ移行しなければならなく
なった。移行に当たり利用者処遇体制や職員配置
等様々な工夫や変更を余儀なくされている。利用
者にとっても今までと根本的な生活形態の変更を
迫られる人も出てきており、その変更に対する不
適応反応も見られるようになってきている。
　今回は、知的障害者入所更生施設（以下「Ｃ施設」
という）を利用する利用者が新体系への移行に伴
い就労支援や共同生活介護事業での支援を受けよ
うとした途端に不適応行動を頻発させ、結果とし
て福祉サービスが受けられなくなった現状を報告
し、障害者自立支援法の問題点と行動障害を伴う
自閉症の人々が安心して地域生活へ移行できる方
法について検討する。
Ⅱ　対象と方法
　Ｘ県にあるＡクリニックは一般疾病の治療と幼
児期から学童期、さらに青年期の発達障害のある
人々の診断・治療・療育を行っている民間の医療
機関である。今回はＡクリニックの療育相談の中
で、特に行動障害を伴う自閉症の青年 (以下「Ｂさ
ん」という）とＢさんが利用しているＣ施設職員
からの聞き取りを通じて、行動障害の悪化する過
程と障害者自立支援法に基づく施設支援体制の変
更との関連を明らかにすることとし、自閉症の人々
が地域生活をおくるための必要な支援について考
察することとした。
　尚、今回の報告にあたっては家族及びＣ施設管
理者から口頭で同意を得たうえで、個人情報の取
り扱いのは十分配慮し詳細については個人、施設
が特定されないように配慮した。＊　四條畷学園短期大学　介護福祉学科
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Ⅲ　事例
１．Ｂさんの利用しているＣ施設の概要
　Ｃ施設は昭和 52 年に定員 50 名で開設された知
的障害者更生施設である。その後、10 名の定員増
があり、現在 60 名定員である。平成 20 年 3 月現
在の平均年齢は、男性 51歳、女性 63 歳で、60 歳
以上の利用者が 31名と半数以上になっている。利
用者の異動は平成 17 年から平成 20 年 3 月までの
間 3名で、平成 18年度の日本知的障害者福祉協会
の全国調査における利用者退所率 4．5％ (1) と比
較しても異動がきわめて少ない。
　平成 20年度のＣ施設の事業計画によれば、障害
者自立支援法施設への移行を念頭に新体系に応じ
た支援体制を取り始めている。日中活動では、介
護給付の生活介護事業 45名、訓練等給付の自立訓
練 10 名、就労継続支援Ｂ型 10 名の支援体制であ
り、居住支援では、施設入所支援 50名、共同生活
介護 10名である。Ｂさんはこの様な施設支援体制
の変更の中で障害程度区分３と認定されたたため、
就労継続Ｂ型及び共同生活介護事業へ移行するこ
ととなった。移行過渡期として夜間は施設に宿泊
しながら、昼間は少し離れた作業場へ通い空き缶
の回収と分別活動を行うという生活が始まった。
２．Ｂさんとの関わり
１）第 1期　
　Ｂさんは、20 代後半の男性で、重度の知的障害
と自閉症の方である。筆者とは、平成 1Ｕ年から
Ａクリニックでの生活相談で関わりが始まった。
当初家族から受けた相談内容は、昼間は通所授産
施設（以下「Ｄ施設」という）に通っているが、
施設から帰って来ると、毎日大きなボールにいっ
ぱいインスタントコーヒーを作り、それを飲むの
ではなく捨ててしまう。シャンプーやペットボト
ル飲料を買ってきてはその中身を捨て、空のボト
ルで風呂場での水遊びを繰り返し困っているとい
うことで、激しいこだり行動を改善したいとのこ
とであった。これらのこだわり行動を制止すると
パニックになることがあるため家庭ではこれら行
動は放任状態であった。相談援助は月に 1回 50 分
を使い、主たる養育者である母と行った。しかし、
面接を通じた援助ではこだわり行動の変化はあま
り見られなかった。
　
２）第 2期
　自閉症の人にとってのこだわり行動や儀式的行
動は、「自分で不安や恐れをコントロールするのに
役立つ」(2) といわれている。Bさんのインスタン
トコーヒーや水遊びへのこだわり行動は、自分の
生活全体が秩序のない混沌とした世界で営まれて
いて、生活に見通しがもてない、あるいは状況を
予測することが困難である為に生じる不安や恐れ
の結果として、自らが安定する手段としてのこだ
わり行動と考えることができると思われた。その
為、日中の活動場面において安定した状態を保つ
ことができれば家庭生活も安定してくれるのでは
ないかと意図して、平成１Ｖ年から相談場面にD
施設職員にも同席してもらうようになった。
　D施設での構造化された支援により、自宅で比
較的安定していた状態が続いたが、平成１Ｗ年Ｂ
さんは自宅でパニックを頻回に生じるようになっ
てきた。Ｄ施設でも作業中いきなり空き瓶を他者
に投げつけたり、他者を突き飛ばしてけがをさせ
る。さらに作業意欲が低下し、今までの出来高の
1/3 程度になってしまっていた。この時期に父親
に対して包丁を振り回し、何度かけがをさせると
言うことがあった。その為、家庭生活を現状で継
続することは困難と判断し、入所施設であるＣ施
設の利用となった。
　
３）第 3期
　Ｃ施設での生活は、筆者の助言に基づき、日課
の視覚提示、帰省日をカレンダーに記入し見通し
をもってもらう、不安定になれば自分から安定す
る場所に避難させるなど、時間の見通しがもてる
支援を実施した。作業室では、どんな活動をどの
ようにするのか、いつ終わるのかという情報提示
を視覚で理解できるように支援を実施した。その
結果、まれに他傷行動があったり、水遊びなどの
こだわり行動はあるが、比較的安定した生活が３
年ほど続いた。
　　
４）第 4期
　平成１Ｙ年春、施設での生活場面の変更はなか
ったのだが、障害者自立支援法に基づく支援事業
移行への準備のため、Ｂさんを含め施設利用者に
対する作業内容の変更があった。Ｂさんは、当初
は喜んで変更された作業に取り組んでいたが、3ヶ
7
月後には、作業中に頭痛を訴え作業を休みたいと
訴えることが多くなってきた。朝作業に行くときな
かなか布団から出ないということも見られた。さ
らに、帰省をすると不安定になり、同年夏の帰省
中に父親への暴力行為も生じるようになってきた。
　
作業場面では、16名の利用者の一人として参加し、
支援する職員は 3名である。この時期の職員は、
新しい支援体制が不安定である上に工賃も最低 1.6
万円支払わなければならなくなった為、仕事に追
われ利用者支援が二の次になってしまっていると
の感想を述べている。さらに、他の利用者も新し
い支援体制で不安定になり、それに引きずれれて
Ｂさんが簡単に不安定になると述べている。
　この時期、作業場の物理的構造化やスケジュー
ルの構造化、ワークシステムの使い方などを職員
にアドバイスし、実際に作業場の改善を試みてい
ただく。しかし、職員の異動や作業班人員増によ
りやや安定していたＢさんが再び不安定な状態と
なってしまった。生活場面でも食事の拒否が頻繁
に見られるようになってきた。さらに、帰省で家
に帰ると、母のＢさんに対する注意のことばに反
応し父親への攻撃が見られるなどの様子も知るこ
とができた。相談援助場面において職場からは施
設や自宅で頻繁に生じる暴力行為に対し、Ｃ施設
では支援の限界を感じる、対応ができない等とい
う発言も頻繁に繰り返されるようになってきた。
施設で不安定な中、家庭基盤の弱い家に帰してし
まっては家庭崩壊をもたらす、家に返すというの
は施設の対応放棄であり、Ｂさんをさらに不安定
にさせることになるので行うべきではないと筆者
やＡクリニックの医師の助言があったにもかかわ
らず、施設では安定が図れない為、自宅で行動を
安定させるという名目でＣ施設では施設利用を拒
否したのである。
　
Ⅳ　考察
１　強度行動障害と障害程度区分の問題
　平成 18 年度全国知的障害児・者施設実態調査
報告によれば、知的障害者入所更生施設の利用者
の内ＩＱ 35 以下の重度知的障害者は 53.4%、Ｉ
Ｑ測定不能の知的障害者は 15.6% であり、併せて
約 70%の利用者が重度・最重度の知的障害者であ
ることが解る。知的障害者入所更生施設利用者の
内、自閉症の人は 8.7% であり、一方強度行動障
害と見られる人々も入所者全体の 5%となってい
る (3)。強度行動障害と見られる人の内、約 8 割
が自閉症であり、全例で中度ないし重度の知的障
害があることが中島や石川の調査結果から予測さ
れる (4)(5)。この調査結果から、入所施設を利用
している自閉症の方の多くに行動障害、強度行動
障害を有していることが予測されるのである。こ
の様な実態の中で、強度行動障害を有している人
が、障害者自立支援法により施設から地域生活へ
強制的に移行される事態が生じてしまったのがＢ
さんであると思われる。日本知的障害者福祉協会
は 2006 年 3月、障害者自立支援法が施行される直
前に知的障害者入所更生施設等で厚生労働省から
提示された障害程度区分を判定するソフトを使い、
22,000 人を対象に 1次判定を行っている。その結
果、療育手帳で重度、最重度の手帳を持っている
人であっても、区分 3が 42％、区分 2が 25．4％、
強度行動障害を有する人でも区分 3が 43％という
結果になっている (13)。
　障害者自立支援法では、「支援の必要度に関する
客観的な尺度 ( 障害程度区分）を導入し」(7)、「ノ
ーマライゼーション理念の下、障害種別、程度を
問わず、障害者が自らその住居する場所を選択し、
その必要とする障害福祉サービスその他の支援を
受けつつ、障害者の自立と社会参加の実現を図っ
ていくことを基本として、障害福祉サービスの基
盤の整備を進めること」と述べている (6)。さらに、
同法第４条第４項では、「障害者等に対する障害福
祉サービスの必要性を明らかにするため当該障害
者等の心身の状態を総合的に示すもの」としての
障害程度区分を規定している。障害者自立支援法
の障害程度区分は、介護保険導入時の特別養護老
人ホームでの調査結果が、介護の手間としての理
論的な時間数と介護認定で利用されている調査項
目そのものが利用されている。法律の条文や介護
保険法の条文からも明らかなように、障害程度区
分は心身の状態を示すものであって、生活の状態
を示すものではないのである。その結果、障害程
度区分においては、強度行動障害や知的障害者の
心身の状態を示すものであるために、知的障害者
入所更生施設を利用する人々の生活状態が反映さ
れないという結果になってしまっている。
　しかし、強度行動障害、行動障害は「生育歴や
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環境的要因、さらには個人の精神医学的な背景と
も絡みながら、複合的に発展した行動面に表出さ
れる障害」(8) であり、「周囲との双方向の意思疎
通が不十分な為に行き違いが生じ、不穏・パニッ
ク・衝動行為・回避行動などが習慣化し」(9) 社会
生活上の困難をもたらしている状態である。つま
り、強度行動障害は生活上の問題なのである。筆
者の調査が全国に及んではいないが、障害者の生
活実態を反映していない障害程度区分により、全
国の知的障害者入所更生施設を利用する 5%の強度
行動障害を有する人の多くにＢさんの様な事態は
少なからず生じるているのではないかと思われる。
　障害者福祉の原理であるノーマライゼーション
理念に基き 1960 年代のアメリカから始まった自立
生活運動の規定は、ＡＤＬの自立という自立観か
らＱＯＬを充実させることを自立として考えると
いう価値観の移行であり、障害者の自己決定、自
己選択が最大限尊重されるということである (14)。
この考えが今日のノーマライゼーション理念の重
要な部分となっている。しかし、障害者自立支援
法での障害者福祉の目標として、就労させること
が自立であり、幸せになると主張している様に思
われる。就労に至るための訓練等給付においても
その思想が反映されている。第 30回社会保障審議
会障害者部会の資料によれば、就労移行支援事業
において「事業の利用を通じて一般就労し、かつ、
その職場に継続して就労する者が、利用者の一定
割合に達する場合、これを報酬上評価する」とし、
就労継続支援事業においては「事業者の平均工賃が
地域の最低賃金に対して著しく低い場合、事業者
は改善計画を作成するとともに、都道府県が重点
的に指導することとし、それでも改善されない場
合は減算措置の導入について、実施状況をふまえ、
今後検討」(15) することにしている。このことは、
事業者に一定の工賃を支給することを強く求める
ものである。筆者が障害者自立支援法で求める「自
立」が高い工賃を得て生活すること、就労するこ
とである、その結果幸せな自立生活があるとする
根拠である。法律のこの様な自立観に基づく障害
程度区分によって重度、最重度、さらには強度行動
障害の人までサービス利用が就労、自立支援と限
定されてしまうことになっているのが実態であり、
障害者自立支援法はノーマライゼーション理念か
らかけ離れたものになっているのである。
２　強度行動障害と住まいの場の問題
　障害者自立支援法に規定される「住まいの場」は、
共同生活援助、共同生活介護、施設入所支援、市
町村地域生活支援事業の居住サービスなどであり、
厚生労働省の示す基本指針によれば、上記「住ま
いの場」を障害者が自ら選べることになる。しか
し、Ｂさんの事例からは、障害程度区分によって
「住まいの場」を制限されることになってしまうの
である。Ｂさんの自己決定、自己選択がなくなっ
てしまったのである。その上、Ｂさんが共同生活
介護を受ける場合、サービス管理責任者、世話人、
生活支援員という人材がその行動障害に対応する
ことになるのであるが、常時行動上の見守りや対
応を要する人々のための空間、支援技術等がきわ
めて不十分なところで生活せざるを得なくなるこ
とは予測される。
　自閉症の認知特徴は、「情報の中の雑音の除去が
できない、汎化や概念化ができない、認知対象と
の間に、物事、表象を問わず、認知における心理
的な距離がもてない」(10) というものである。こ
の様な認知特徴から構造化による療育、つまり、「生
活空間を組織化し、指導のプロセスやスタイルを
自閉症にとった優しいものに修正する為のシステ
ム」(11) が必要なのである。支援を行う人々が自
閉症の認知特徴やニーズや興味を考慮に入れて環
境調整を行うことによって、自閉症の人は自立性
を高め、自分で自分の行動を調整することが可能
になるのである。さらに、自閉症の記憶する能力
の特徴として「長期間記憶することには優れてい
るが、ワーキングメモリーやいくつかの情報を同
時に処理する能力にしばしば障害があり」、組織化
する能力の障害では「時間的空間的に、さまざま
なものや活動を組織化することに困難がある」(11)
と言われている。この様な特徴により、環境面や
スケジュール、作業手順の構造化が必要なのであ
る。しかし、事例Ｂさんの第4期における状態から、
Ｂさんは、構造化が不十分な新しい作業内容や空
間は理解できない不思議なものとして捉えたかも
しれないことは、自閉症の認知特徴から十分予測
できることである。あたらしい環境で自分は何を、
どのように関わっていけば良いのか理解できない
ままきわめて不安定な世界を体験していたのだと
思う。その結果Ｂさんの行動は一気に不安定にな
り、施設内での他傷行動となって表出されたと考
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えられる。
　さらに、今後Ｂさんが利用予定の共同生活介護
事業計画では、「利用者に対して食事の準備・健康、
服薬・金銭管理の支援・余暇利用の助言等日常生
活に必要な支援（以下略）」が支援内容としてあが
っている。きわめて個別化された支援内容の提示
であるが、その支援を具体的に実施する場合、自
閉症特性に応じた構造化された支援が必要不可欠
であることは言うまでもない。しかし、Ｃ施設の
職員との療育相談を通じて構造化支援はコミュニ
ケーションの支援であることを伝えてきたのでは
あるが、その趣旨を十分に理解した支援がなされ
とは言い難かったことからも構造療育の実施には
疑問が残る。
　自閉症と接するときの多くの人の誤解は「自閉
症の特性や視覚手がかりの意味について十分理解
されていないところから来ている」(12) と藤岡は
言う。それによれば、「この子は口で言えば解りま
す」ということに対して、ことばだけから相手の
意図をくみ取っていないのではないか。「この子は
ちゃんとしゃべれます」ということに対して、こ
とばが本当に自分の思いを正しく相手に伝える役
割を果たせているのか。「うちは自主性を大切にし
ています」ということに対して、自主性を発揮す
るためには、自己決定や選択ができることが必要
不可欠であり、その為に、選ぶ機会が与えられて
いること、選ぶことの意味が理解できること、何
を選んだのか他の人に正しく伝えられることが前
提条件になると述べている。藤岡は、自閉症の障
害特性、特にコミュニケーションの偏りに関する
理解とそれに基づく関わりが不可欠であることを
強調しているのである。自閉症や行動障害の人が
共同生活介護事業を利用する場合にも当然当ては
まることであり、自閉症特性の応じた支援が行わ
れることにより、彼らの地域生活は可能になるの
である。現状のＣ施設での支援方法では、きわて
めて不安定な状態となったＢさんに対し、安定す
るまで共同生活介護の利用を拒否すること、その
結果やむを得ず自宅で過ごすことを「選択」させ
てしまったことは自閉症に人にとって不幸な事実
であるが、ある意味必然であったのかもしれない。
　
Ⅴ　まとめ
　障害者自立支援法では、「自立」ということばが
頻繁に使われている。にも関わらず「自立」の定
義は何もされていない。しかし、「地域」、「就労」
ということばの使われ方や就労移行事業所から一
般就労へ移行した人の割合を報告している第 41回
社会保障制度審議会の資料による「現状では職場
開拓が難しい場合や一般就労に向けたノウハウが
十分でないなど、一般就労に向けた支援が十分に
できておらず、実績に結びついていない事業所が
多い」という見解等から、障害者は地域のケアホ
ームやグループホームから一般企業に就職して通
勤するのが自立であると読み取ることができる。
　ソーシャルインクルージョンは個性間共生と訳
されるように、人がどんなに重い障害を有してい
ようとも、本人の自己決定・自己選択が何らかの
支援を得ながら実現できること、それが本人の生
活の中で行われていることが重要であると言う考
えである。それ故、自閉症や強度行動障害といわ
れる人に対して、その潜在的に持っている能力を
最大限に発揮させるためには、コミュニケーショ
ンの障害とそれが社会生活に及ぼす影響を最小限
にし、強迫的なこだわり行動による周囲の否定的
な反応を減らさなければならない。そして、それ
に向けた継続的な教育、就労面での援助が必要で
あることは言うまでもない。それは、支援する側
からの一方的な支援ではなく、自閉症という障害
特性と私たちの生活文化とが共生する支援である
べきである。重度の学習困難や行動障害の人、特
にスペースを必要とし、注意深く設定された環境
の中でしか人に近づけない様な人のためにはより
大きな施設空間や大きな敷地内の小さな居住空間
を用意するなどの支援が必要であることは言うま
でもない。その意味からも、障害者自立支援法に
おける「自立」を批判的に検討し、修正がされる
べきと思うのである。
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